
シニア人材活躍推進支援
－70歳雇用時代に向けた、活躍機会の創出に向けて－
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“シニア人材戦力化”の必要性
これまで日本では、少子高齢化の進行への対応として、社会保障制度改革および高齢者雇用確保措置の導入が段階
的に進められてきました。さらに今後、希望する人が70歳まで働き続けることができる環境整備が法制化されようとして
おり、企業に対する、「シニア人材雇用創出」の期待は一層高まりつつあります。
しかしながら、多くの企業では、昨今の労働人口減少および採用競争激化によりシニア人材の戦力化が不可欠である
と考える一方で、期待どおりの活躍を喚起できず、実態として、シニア人材マネジメントに課題を抱えているという声が
多く聞かれます。今後、いわゆるバブル世代（1990年前後の入社世代）が60代を迎えるタイミングに差し掛かり、労働
力のボリュームゾーンの高齢化が目前に迫る中、シニア人材の活躍推進の取り組みは経営に多大なインパクトを与え
る重要課題であるといえます。

デロイト トーマツ コンサルティングは、シニア人材の活躍を推し進めていくためには、世代特有の課題や傾向を踏まえ
た対応が不可欠である一方で、対象世代への対処療法とせず、会社として中長期的・包括的に対応していくべき経営
アジェンダとして捉え、取り組むことが必要と考えます。シニア人材の活躍に向けて、マネジメント方針の構想策定から
ソリューション提案、実行に至るまでのトータルサポートを行います。

シニア人材がいきいきと働くための
機会創出

豊富な知見・経験を活かした
シニア人材戦力化の推進

多様な働き方を支援する
基盤整備

年齢に伴う価値観・志向性の変化を
踏まえた多様性への対応

活躍「し続ける」ための
マネジメント強化

就業期間の長期化に備え、
年功的・単一的なマネジメントからの脱却

労働力の不足・不活性化

仕事の性質の変化

×

企業が直面している課題 シニア人材の活躍を後押しするポイント

 採用市場の活性化に伴い、外部からの人材獲得が
量・質の両面において難しくなっている

 現在事業の中核を担っている世代（バブル世代）の
大量定年退職が数年後に控えており、組織としての
戦力ダウンが懸念される

 活躍し続けてほしい人でも、年齢の高まりとともに個
人の健康状態や家庭事情が変化し、本人の意欲・
能力に関係なく退職せざるをえない

 パフォーマンスを発揮させる”仕事の任せ方”・
”処遇の仕方”が確立されておらず、豊富な知見・経
験を有するシニア人材が活かされていない

 市場の変化に伴い、自社の事業にも変革が迫られ
ており、現有人材では対応できない新たなビジネ
ス・サービスへの進出が不可欠である

 テクノロジーの進化により、定型労働のみならず非
定型労働についても機械への代替が進み、「人」の
担う仕事が変化している（し続けていく）



当社のアプローチとサービス内容
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シニア人材の活躍を促すためには、「人」「仕事」の両面に着目して、そのベストマッチングを実現すること、
また、マッチングを下支えするための方針および基盤・環境を整えることが不可欠です。
デロイト トーマツ コンサルティングでは、以下の7つのアプローチによってシニア人材の活躍推進を支援します。

シニア人材がいきいき
と働くための機会創出

多様な働き方を
支援する基盤整備

活躍「し続ける」ための
マネジメント強化

 多様・柔軟な就業条件整備
• 働き方（時間・日数・場所）の選択肢を踏まえた制度改定
• 業務委託化等、雇用契約以外での活躍支援の運用スキーム設計

 シニア人材の活躍のあり方構想
• シニア人材増加を見据えた、全社人材ポートフォリオ策定
（将来の人員数・人件費インパクトの検証を含む）

• シニア人材の期待役割定義

 当事者・周囲の意識改革
• 自律的なキャリア形成を支援するためのコミュニケーションプラン、
リスキルプラン構築

• 世代を超えたマネジメント向上に向けたInclusive Leadership（多様な考え方
を受容することでチームパフォーマンスを向上させるリーダーの在り方）の
研修実施

 職務開発（シニア人材の活躍の場創出）
• 全世代にわたる役割・機能分担の再整理
• シニア人材の持つ知識・経験活用に軸足を置いた業務設計
（外部委託業務の内製化等を含む）

 シニア人材の適正配置
• 人材・仕事の棚卸と、棚卸結果を踏まえた個別配置案の策定
• 適切な配置検討を行うための体制構築、およびデジタルツール導入

 70歳雇用時代に向けた基幹人事制度再構築
• シニア人材を含む、全世代人材マネジメントポリシー策定
• 人事制度の再構築
（ポスト管理方針を含むキャリアパスの再定義、新職掌や職務型人事制度の導入、
就労期間長期化に備えた長期勤続インセンティブ施策の設計、等）

シニア人材を含む
生産性マネジメント

 人件費コストの最適管理
• 将来の許容人件費把握と、その枠内でシニア人材活躍を実現するための
施策設計（各施策実施時のインパクト試算含む）
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